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総
務
省
は
１０
月
６
日
、
第

３
回
「
地
方
議
会
議
員
年
金

制
度
検
討
会
」
（
座
長
�
大

橋
洋
一
・
学
習
院
大
学
法
務

研
究
科
教
授
）
を
メ
ル
パ
ル

ク
東
京
で
開
い
た
。
本
会
か

ら
は
、
藤
田
�
之
・
市
議
会

議
員
共
済
会
特
別
顧
問
（
広

島
市
議
会
議
長
）
が
委
員
と

し
て
出
席
し
た
。

第
３
回
で
は
、
ま
ず
、
前

回
示
さ
れ
た
財
政
見
通
し
（
基
準

試
算
）
の
更
新
後
基
準
試
算
が
示

さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
市
議
会
議
員

共
済
会
か
ら
、
会
員
数
の
減
少
見

込
み
を
さ
ら
に
厳
し
め
に
見
る
べ

き
と
の
提
案
を
反
映
し
た
も
の
。

平
成
２３
年
度
ま
で
は
定
数
減
に

よ
る
会
員
数
の
減
少
、
市
町
村
合

併
な
ど
の
最
新
の
情
報
を
基
に
、

さ
ら
な
る
会
員
数
の
減
少
を
見
込

み
、
２４
年
度
以
降
は
年
０
・
８５
％

の
減
少
率
と
し
た
４３
年
度
ま
で
の

会
員
数
を
反
映
し
た
基
準
試
算
へ

の
更
新
を
提
案
し
て
い
た
。

更
新
後
基
準
試
算
で
は
、
４３
年

度
に
は
市
の
会
員
数
は
１
万
７
１

９
６
人
と
な
る
見
通
し
で
、
財
政

不
足
額
は
、
市
と
町
村
合
わ
せ
て

約
３
千
億
円
と
試
算
さ
れ
た
。

今
回
、
第
２
回
検
討
会
で
の

「
合
併
が
な
か
っ
た
と
し
た
場
合

の
財
政
見
通
し
は
ど
う
な
の
か
」

と
の
委
員
発
言
を
受
け
「
合
併
な

し
試
算
」
が
示
さ
れ
た
が
、
合
併

な
し
試
算
に
お
い
て
も
収
支
は
赤

字
で
あ
り
、
３０
年
度
に
は
積
立
金

が
枯
渇
、
財
政
不
足
額
は
約
３
４

０
０
億
円
。
う
ち
、
未
措
置
の
合

併
影
響
分
は
約
１
８
８
３
億
円
で

あ
り
、
約
１
５
１
７
億
円
を
合
併

以
外
影
響
分
と
捉
え
て
い
る
。

合
併
な
し
試
算
に
対
し
、
藤
田

特
別
顧
問
は
、
「
合
併
を
し
な
く

て
も
赤
字
が
出
る
と
い
う
こ
と
に

驚
い
た
」
と
述
べ
る
と
と
も
に
、

「
合
併
を
し
な
く
て
も
赤
字
が
出

る
の
で
は
、
共
済
制
度
そ
の
も
の

が
成
り
立
っ
て
い
な
い
と
い
う
こ

と
」
と
指
摘
し
た
。

今
回
示
さ
れ
た
未
措
置
の
合
併

影
響
分
に
つ
い
て
は
、
「
早
急
に

措
置
し
て
も
ら
わ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
国
が
合
併
特
例
法
で
措
置

す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
の
だ
か

ら
、
ど
う
い
う
措
置
を
す
る
の
か

そ
ろ
そ
ろ
案
を
出
し
て
も
ら
い
た

い
」
と
早
急
な
国
の
措
置
を
強
く

主
張
し
、年
金
財
政
に
つ
い
て
は
、

根
本
的
な
建
て
直
し
を
求
め
た
。

負
担
割
合
に
つ
い
て
も
、
「
本

人
負
担
と
公
費
負
担
と
は
基
本
的

に
５
対
５
の
方
法
で
見
直
し
て
も

ら
い
た
い
」
と
求
め
た
。

（
検
討
会
議
事
録
と
資
料
は
総
務

省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
公
開
）

民
社
国
連
立
政
権
の
発
足
に
伴

い
、
新
た
に
設
置
さ
れ
た
政
府
税

制
調
査
会
（
会
長
�
藤
井
裕
久
・

財
務
相
）
が
１０
月
８
日
、
総
理
官

邸
で
初
会
合
を
開
い
た
。

新
税
調
の
イ
メ
ー
ジ
は
、
自
公

連
立
政
権
下
で
強
い
権
限
を
持
っ

て
い
た
党
税
調
、
民
間
の
有
識
者

ら
で
構
成
す
る
従
来
の
政
府
税
調

を
統
合
し
た
組
織
。
政
治
主
導
を

明
確
化
す
る
た
め
、
各
府
省
副
大

臣
を
中
心
に
構
成
さ
れ
て
い
る
。

初
会
合
に
出
席
し
た
鳩
山
総
理

は
、
藤
井
会
長
へ
諮
問
書
を
手
交

し
た
。
諮
問
事
項
は
７
つ
。
▽
自

動
車
関
係
諸
税
の
暫
定
税
率
な
ど

マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
掲
げ
た
税
制
改

正
項
目
▽
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
税
は
環

境
」「
酒
税
・
た
ば
こ
税
は
健
康
」

へ
の
賦
課
を
踏
ま
え
た
間
接
諸
税

の
あ
り
方
▽
国
と
地
方
が
対
等
な

パ
ー
ト
ナ
ー
と
し
て
地
域
主
権
を

確
立
す
る
た
め
の
税
制
や
税
財
源

配
分
の
あ
り
方
の
見
直
し
―
―
な

ど
の
検
討
を
指
示
し
た
。

な
お
、
税
調
下
に
は
企
画
委
員

会
が
置
か
れ
、
実
働
部
隊
と
し
て

実
務
を
担
う
。
企
画
委
を
取
り
仕

切
る
主
査
に
は
峰
崎
直
樹
・
財
務

副
大
臣
が
就
任
。
初
会
合
を
終
え

た
峰
崎
主
査
は
記
者
会
見
で
、
暫

定
税
率
の
廃
止
に
伴
い
減
収
と
な

る
地
方
税
収
に
つ
い
て
「
（
当
面

の
間
は
）
地
方
交
付
税
で
対
応
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
述
べ
た

う
え
で
、
将
来
的
に
は
「
新
税
創

設
あ
る
い
は
国
か
ら
地
方
へ
の
税

源
移
譲
」
を
実
施
す
る
必
要
が
あ

る
と
の
認
識
を
示
し
た
。

ま
た
、
国
と
地
方
の
協
議
の
場

が
法
制
化
さ
れ
る
ま
で
税
制
関
連

の
課
題
に
つ
い
て
は
、
地
方
六
団

体
と
税
調
で
議
論
し
て
い
く
方
針

で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）
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合合
併併
なな
しし
試試
算算
でで
もも
赤赤
字字

総務省・年金
制度検討会

未
措
置
合
併
影
響
分
は
約
１
８
８
３
億
円

政
府
税
調
が
初
会
合

鳩
山
総
理
が
藤
井
会
長
へ
諮
問

藤
田
特
別
顧
問
が
出
席（
左
か
ら
２
人
目
）

鳩山総理（右）が藤井政府税調会長へ諮問

（１） 平成２１年１０月２５日 第１７４０号
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行行
事事
予予
定定

民
主
党
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
掲
げ

た
新
規
重
点
施
策
の
財
源
を
捻
出

す
る
た
め
、
鳩
山
内
閣
は
１０
月
１６

日
、
平
成
２１
年
度
第
１
次
補
正
予

算
の
執
行
見
直
し
を
閣
議
決
定
し

た
。
執
行
停
止
額
は
２
兆
９
２
５

９
億
円
。
こ
の
額
は
、
補
正
予
算

１４
兆
６
９
８
７
億
円
の
う
ち
、
約

２
割
に
相
当
す
る
。

鳩
山
内
閣
で
は
、
マ
ニ
フ
ェ
ス

ト
に
掲
げ
た
「
子
ど
も
手
当
（
２２

年
度
は
半
額
実
施
、
所
要
額
２
・

７
兆
円
）
」「
公
立
学
校
の
実
質
無

料
化
（
所
要
額
０
・
５
兆
円
）」な

ど
を
２２
年
度
か
ら
開
始
す
る
た
め

に
必
要
と
な
る
７
・
１
兆
円
の
う

ち
、
補
正
予
算
の
見
直
し
で
３
兆

円
を
確
保
す
る
考
え
で
あ
っ
た

が
、
目
標
を
ほ
ぼ
達
成
し
た
と
い

え
る
。
残
る
４
・
２
兆
円
に
つ
い

て
は
２２
年
度
予
算
編
成
を
通
じ
、

予
算
の
絞
り
込
み
作
業
な
ど
に
よ

っ
て
財
源
を
賄
う
方
針
だ
。

補
正
予
算
の
執
行
停
止
額
を
省

庁
別
に
み
る
と
、
最
も
停
止
額
が

大
き
か
っ
た
の
は
国
土
交
通
省
で

９
１
７
０
億
円
。
次
い
で
順
に
、

厚
生
労
働
省
の
６
３
１
４
億
円
、

農
林
水
産
省
の
４
７
６
３
億
円
と

続
く
。
国
交
省
で
は
補
正
予
算
計

上
額
２
兆
３
３
２
１
億
円
に
対

し
、
実
に
４
割
相
当
額
が
停
止
さ

れ
た
計
算
と
な
る
。

予
算
の
執
行
停
止
を
受
け
国
交

省
所
管
事
業
の
う
ち
道
路
関
係
で

は
、
今
年
４
月
に
着
工
が
決
ま
っ

た
高
速
道
路
４
車
線
化
事
業
が
凍

結
さ
れ
る
。
４
月
の
国
土
開
発
幹

線
自
動
車
道
建
設
会
議
で
、
全
国

６
区
間
の
地
方
高
速
道
路
に
つ
い

て
、
暫
定
２
車
線
か
ら
４
車
線
へ

の
拡
幅
が
決
定
し
て
い
た
。
執
行

停
止
額
は
２
６
１
３
億
円
。
凍
結

区
間
は
▽
関
越
道
上
越
線
�
信
濃

町
〜
上
越
Ｊ
Ｃ
Ｔ
▽
東
関
道
館
山

線
�
木
更
津
南
Ｊ
Ｃ
Ｔ
〜
富
津
竹

岡
▽
東
海
北
陸
道
�
白
鳥
〜
飛
騨

清
見
▽
近
畿
道
紀
勢
線
�
御
坊
〜

南
紀
田
辺
▽
四
国
横
断
道
�
鳴
門

〜
高
松
市
境
▽
九
州
横
断
道
長
崎

大
分
線
�
長
崎
〜
長
崎
多
良
見
。

総
務
省
は
１０
月
１４
日
、
「
平
成

２１
年
度
市
町
村
長
及
び
市
町
村
議

会
議
長
総
務
大
臣
表
彰
式
」
を
東

京
・
ル
ポ
ー
ル
麹
町
で
執
り
行

い
、
地
方
自
治
発
展
に
功
労
が
あ

っ
た
市
町
村
長
、
市
町
村
議
会
議

長
の
１７
人
を
表
彰
し
た
。

市
議
会
議
長
と
し
て
、
坂
口
政

義
・
福
岡
県
嘉
麻
市
議
会
議
長

と
、
酒
井
八
洲
仁
・
長
崎
県
雲
仙

市
議
会
議
長
の
２
人
が
表
彰
さ

れ
、
来
賓
と
し
て
本
会
か
ら
五
本

幸
正
会
長
（
富
山
市
議
会
議
長
）

が
参
列
し
、
祝
辞
を
述
べ
た
。

こ
の
表
彰
は
市
区
町
村
の
首
長

と
し
て
２０
年
以
上
、
市
区
町
村
の

議
会
の
議
長
と
し
て
通
算
１２
年
以

上
在
職
し
、
地
方
自
治
の
発
展
に

功
労
が
あ
っ
た
と
認
め
ら
れ
る
者

に
対
し
贈
ら
れ
る
も
の
。

本
年
度
は
、
市
町
村
長
１１
人
、

市
町
村
議
会
議
長
６
人
、
合
計
１７

人
が
表
彰
さ
れ
、
市
議

会
議
長
を
代
表
し
て
坂

口
議
長
が
表
彰
状
を
受

領
す
る
と
と
も
に
、
謝

辞
を
述
べ
た
。

式
典
で
は
、
原
口
一

博
・
総
務
大
臣
か
ら
式

辞
が
述
べ
ら
れ
た
の

ち
、
表
彰
状
と
記
念
品

が
被
表
彰
者
へ
贈
呈
さ

れ
た
。
ま
た
、
来
賓
と
し
て
、
近

藤
昭
一
・
衆
議
院
総
務
委
員
長
ら

が
参
列
し
祝
辞
を
述
べ
た
ほ
か
、

横
路
孝
弘
・
衆
議
院
議
長
や
江
田

五
月
・
参
議
院
議
長
ら
の
祝
電
が

披
露
さ
れ
た
。

▽
１１
月
５
日

広
域
行
政
圏
市
議

会
協
議
会
�
理
事
会
（
午
後
２

時
、
全
国
都
市
会
館
）

▽
１１
月
５
日

社
会
文
教
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
後
３
時

半
、
高
梁
市
）

▽
１１
月
５
日

全
国
市
議
会
議
長

会
�
正
副
会
長
会
議
（
午
後
３
時

半
、
松
阪
市
）

▽
１１
月
１０
日

全
国
高
速
自
動
車

道
市
議
会
協
議
会
�
正
副
会
長
・

監
事
・
相
談
役
会
議
（
午
後
１

時
、
日
本
都
市
セ
ン
タ
ー
会
館
）

・
理
事
会
（
午
後
２
時
、
同
）

本
会
は
１０
月
１３
日
、
「
平
成
２２

年
度
都
市
税
制
改
正
に
関
す
る
要

望
」
�
３
面
に
全
文
掲
載
�
を
ま

と
め
、
総
務
省
へ
提
出
し
た
。
こ

の
要
望
は
、
政
府
税
調
の
今
後
の

動
向
を
睨
ん
だ
取
り
組
み
。
自
治

体
運
営
を
担
っ
て
い
く
う
え
で
、

国
の
理
解
が
欠
か
せ
な
い
税
制
上

の
課
題
を
明
確
に
意
思
表
示
す
る

た
め
、
本
会
を
は
じ
め
と
す
る
地

方
六
団
体
が
そ
れ
ぞ
れ
要
望
を
ま

と
め
、
総
務
省
サ
イ
ド
の
理
解
を

求
め
る
取
り
組
み
だ
。

総
務
省
の
渡
辺
周
・
副
大
臣
ら
、

政
府
税
調
の
委
員
を
務
め
る
各
府

省
副
大
臣
は
、
麻
生
政
権
下
で
各

府
省
が
提
出
し
た
税
制
改
正
要
望

の
見
直
し
な
ど
を
税
調
か
ら
求
め

ら
れ
て
い
る
。
各
委
員
が
見
直
し

作
業
を
進
め
、
改
め
て
要
望
と
し

て
提
出
す
る
期
限
は
１０
月
３０
日
。

地
方
サ
イ
ド
と
し
て
は
渡
辺
副

大
臣
の
理
解
を
得
て
、
▽
国
税
か

ら
地
方
税
へ
の
税
源
移
譲
▽
代
替

財
源
を
示
す
こ
と
な
く
自
動
車
関

係
諸
税
暫
定
税
率
を
安
易
に
廃
止

し
な
い
―
―
な
ど
の
実
現
を
図
り

た
い
と
こ
ろ
だ
。

執
行
停
止
２
・
９
兆
円

２１
年
度
補
正
見
直
し
で
閣
議
決
定

地
方
へ
税
源
移
譲
を

２２
年
度
税
制
改
正
で
本
会
が
要
望

２１年度

総総務務大大臣臣表表彰彰１１７７人人
市町村議長１２年以上、首長２０年以上

式辞を述べる原口大臣（右）、左から２人目は本会の五本会長

原口大臣（右）から表彰状を代表して
受領する坂口議長（左、嘉麻市）

第１７４０号 平成２１年１０月２５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



現
下
の
地
方
財
政
は
、
景
気
悪

化
に
伴
う
大
幅
な
税
収
減
や
、
少

子
高
齢
化
の
進
行
に
よ
る
社
会
保

障
費
の
増
嵩
な
ど
に
よ
り
、
未
曽

有
の
危
機
に
直
面
し
て
い
る
。

地
方
自
治
体
が
、
今
後
も
市
民

生
活
に
欠
か
す
こ
と
の
で
き
な
い

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
確
保

し
、
地
域
の
活
性
化
を
図
っ
て
い

く
た
め
に
は
、
地
方
税
財
源
の
充

実
強
化
が
不
可
欠
で
あ
る
。

よ
っ
て
、
国
に
お
か
れ
て
は
、

平
成
２２
年
度
の
税
制
改
正
に
あ
た

り
、
地
方
分
権
時
代
に
相
応
し
い

地
方
税
財
源
の
充
実
強
化

を
図
る
た
め
、
下
記
事
項

を
実
現
さ
れ
る
よ
う
強
く

要
望
す
る
。記

１
�
消
費
税
等
の
税
源
移
譲
な
ど

に
よ
る
偏
在
性
の
少
な
い
地
方
税

体
系
の
構
築

地
方
が
担
う
べ
き
事
務
と
責
任

に
見
合
う
よ
う
、
国
税
と
地
方
税

の
税
源
配
分
を
ま
ず
は
５
対
５
と

し
、
国
税
か
ら
の
税
源
移
譲
に
よ

り
地
方
税
の
充
実
強
化
を
図
る
こ

と
。そ

の
際
、
地
方
消
費
税
の
充
実

な
ど
偏
在
性
が
少
な
い
地
方
税
体

系
の
構
築
に
最
優
先
で
取
り
組
む

こ
と
。

２
�
自
動
車
関
係
諸
税
の
現
行
の

税
収
維
持

自
動
車
関
係
諸
税
の
暫
定
税
率

に
つ
い
て
は
、
極
め
て
厳
し
い
地

方
の
財
政
状
況
、
大
幅
に
遅
れ
て

い
る
地
方
の
道
路
整
備
状
況
に
鑑

み
、
代
替
財
源
を
示
す
こ
と
な
く

安
易
な
廃
止
は
行
わ
な
い
こ
と
。

３
�
都
市
税
源
の
充
実
強
化

（
１
）
個
人
住
民
税
は
、
負
担
分

任
の
性
格
を
有
す
る
と
と
も

に
、
福
祉
等
の
対
人
サ
ー
ビ
ス

を
安
定
的
に
支
え
て
い
く
上
で

極
め
て
重
要
な
税
で
あ
る
こ
と

を
踏
ま
え
、
均
等
割
の
引
き
上

げ
を
図
る
こ
と
。

な
お
、
個
人
住
民
税
に
つ
い
て

は
、
所
得
税
と
同
様
の
現
年
課

税
方
式
と
す
る
こ
と
。

（
２
）
市
町
村
に
お
け
る
基
幹
税

目
で
あ
る
固
定
資
産
税
に
つ
い

て
は
、
引
き
続
き
税
収
の
安
定

的
確
保
を
図
る
こ
と
。

特
に
、
償
却
資
産
の
現
行
の

評
価
方
法
を
堅
持
す
る
と
と
も

に
、
商
業
地
等
に
か
か
る
固
定

資
産
税
の
負
担
水
準
の
現
行
上

限
７０
％
は
堅
持
す
る
こ
と
。

（
３
）
法
人
住
民
税
は
、
市
町
村

に
お
け
る
極
め
て
重
要
な
都
市

税
源
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
均
等

割
の
税
率
の
引
き
上
げ
な
ど
の

充
実
強
化
を
図
る
こ
と
。

ま
た
、
現
下
の
地
方
財
政
の

危
機
的
状
況
を
考
慮
し
、
地
方

公
共
団
体
が
法
人
住
民
税
を
企

業
等
に
還
付
す
る
際
の
還
付
加

算
金
の
割
合
を
引
き
下
げ
る
こ

と
。

（
４
）
事
業
所
税
は
、
都
市
環
境

の
整
備
を
推
進
す
る
た
め
重
要

な
財
源
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
課

税
団
体
の
範
囲
を
拡
大
す
る
と

と
も
に
、
税
率
を
見
直
す
な
ど

の
充
実
強
化
を
図
る
こ
と
。

（
５
）
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
は
、
ゴ

ル
フ
場
所
在
の
地
方
自
治
体
に

お
け
る
貴
重
な
財
源
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
現
行
制
度
を
堅
持
す

る
こ
と
。

（
６
）
長
期
間
に
わ
た
り
据
え
置

か
れ
て
い
る
軽
自
動
車
税
等
の

定
額
課
税
の
税
率
に
つ
い
て

は
、
現
下
の
厳
し
い
地
方
財
政

を
考
慮
し
、
引
き
上
げ
を
図
る

こ
と
。

ま
た
、
市
町
村
が
納
税
事
務

を
行
っ
て
い
る
原
動
機
付
自
転

車
に
つ
い
て
は
、
徴
税
効
率
が

極
め
て
低
い
た
め
、
課
税
方
法

や
税
率
を
含
む
課
税
の
あ
り
方

に
つ
い
て
、
実
態
に
即
し
た
見

直
し
を
行
う
こ
と
。

４
�
基
地
交
付
金
・
調
整
交
付
金

の
増
額
確
保

基
地
交
付
金
及
び
調
整
交
付
金

に
つ
い
て
は
、
固
定
資
産
税
の
代

替
的
性
格
及
び
基
地
所
在
市
町
村

の
特
殊
事
情
等
を
踏
ま
え
、
固
定

資
産
税
の
評
価
替
え
の
翌
年
度

に
、
こ
れ
ま
で
３
年
ご
と
に
増
額

さ
れ
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
、
増
額

措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

５
�
政
令
指
定
都
市
等
に
対
す
る

税
制
上
の
特
例
措
置
の
充
実
強
化

（
１
）
地
方
分
権
改
革
を
一
層
推

進
す
る
た
め
に
も
、
政
令
指
定

都
市
に
つ
い
て
は
、
大
都
市
の

税
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討

し
、
事
務
配
分
に
見
合
っ
た
税

制
上
の
特
例
措
置
の
充
実
強
化

を
図
る
と
と
も
に
、
中
核
市
・

特
例
市
に
お
い
て
も
、
事
務
配

分
の
特
例
等
、
実
態
に
応
じ
た

税
制
上
の
特
例
措
置
を
設
け
る

こ
と
。

（
２
）
県
費
負
担
教
職
員
制
度
の

見
直
し
に
お
け
る
政
令
指
定
都

市
等
へ
の
教
職
員
給
与
の
移
管

に
あ
た
っ
て
は
、
所
要
全
額
を

都
道
府
県
か
ら
の
税
源
移
譲
に

よ
り
措
置
す
る
こ
と
。

６
�
環
境
税
の
地
方
税
と
し
て
の

導
入環

境
税
を
導
入
す
る
場
合
は
、

環
境
施
策
に
お
け
る
地
方
自
治
体

が
果
た
し
て
い
る
役
割
を
踏
ま

え
、
地
方
税
と
し
て
位
置
付
け
る

こ
と
。

７
�
非
課
税
等
特
別
措
置
の
整
理

縮
小
等

固
定
資
産
税
等
に
お
け
る
非
課

税
等
特
別
措
置
の
整
理
縮
小
及
び

国
税
に
お
け
る
租
税
特
別
措
置
の

整
理
合
理
化
を
推
進
す
る
こ
と
。

８
�
政
治
活
動
に
関
す
る
個
人
献

金
の
税
制
上
の
優
遇
措
置
の
拡
大

地
方
議
員
及
び
そ
の
後
援
団
体

に
対
し
て
個
人
が
拠
出
す
る
寄
附

に
つ
い
て
の
税
制
上
の
優
遇
措
置

は
、
現
在
、
租
税
特
別
措
置
法
に

よ
り
都
道
府
県
及
び
政
令
指
定
都

市
の
議
員
に
限
定
さ
れ
て
い
る
こ

と
か
ら
、
こ
の
優
遇
措
置
の
対
象

を
拡
大
す
る
こ
と
。

９
�
非
居
住
者
等
の
受
け
取
る
地

方
公
共
団
体
金
融
機
構
が
発
行
す

る
振
替
債
の
利
子
に
係
る
非
課
税

制
度
の
創
設

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
が
発

行
す
る
債
券
の
商
品
性
を
向
上
さ

せ
、
保
有
者
層
の
多
様
化
を
図
っ

て
い
く
た
め
、
振
替
国
債
・
振
替

地
方
債
と
同
様
に
、
非
居
住
者
等

に
対
す
る
利
子
非
課
税
制
度
を
創

設
す
る
こ
と
。

１０
�
非
居
住
者
等
の
受
け
取
る
振

替
地
方
債
の
利
子
に
係
る

非
課
税
手
続
の
簡
素
化
及

び
非
課
税
対
象
者
等
の
拡

充
我
が
国
地
方
債
市
場
の

活
性
化
や
地
方
公
共
団
体
の
資
金

調
達
の
円
滑
化
を
図
る
た
め
、
振

替
地
方
債
の
利
子
に
係
る
現
行
の

非
課
税
手
続
き
を
簡
素
化
す
る
と

と
も
に
非
課
税
対
象
者
等
を
拡
充

す
る
こ
と
。

１１
�
地
方
税
法
の
改
正
時
期

地
方
議
会
に
お
い
て
税
条
例
改

正
案
の
審
議
時
間
が
十
分
確
保
さ

れ
る
よ
う
、
地
方
税
法
等
の
改
正

の
時
期
に
つ
い
て
配
慮
す
る
こ

と
。平

成
２１
年
１０
月

全
国
市
議
会
議
長
会

平平
成成
２２２２
年年
度度
都都
市市
税税
制制
改改
正正
にに
関関
すす
るる
要要
望望
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１０
月
１６
日
の
政
府
発
表
に
よ
る

と
、
平
成
２２
年
度
一
般
会
計
概
算

要
求
の
総
額
は
、
９５
兆
３
８
０
億

円
に
上
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ

た
。
対
前
年
度
当
初
予
算
比
６
兆

４
９
０
１
億
円
の
増
額
で
、
予
算

規
模
は
過
去
最
大
。
政
府
で
は
１２

月
初
め
に
国
家
戦
略
室
で
、
２２
年

度
経
済
見
通
し
や
税
収
見
積
も

り
、
国
債
発
行
額
な
ど
を
勘
案
し

た
予
算
枠
を
設
け
、
歳
入
と
釣
り

合
う
歳
出
と
す
る
よ
う
今
後
、
各

府
省
の
予
算
を
絞
り
込
ん
で
い
く

方
針
と
し
て
い
る
。

鳩
山
内
閣
で
は
９
月
２９
日
、
２２

年
度
予
算
編
成
の
方
針
を
閣
議
決

定
し
、
既
存
予
算
を
ゼ
ロ
ベ
ー
ス

で
厳
し
く
査
定
、
子
ど
も
手
当
や

自
動
車
関
連
諸
税
暫
定
税
率
の
廃

止
な
ど
、
民
主
党
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト

に
掲
げ
た
新
規
施
策
の
財
源
と
す

る
思
惑
で
あ
っ
た
。
新
規
施
策
の

財
源
を
賄
う
に
は
７
兆
１
０
０
０

億
円
が
必
要
と
な
る
。

し
か
し
、
各
大
臣
を
中
心
と
し

た
既
存
予
算
へ
の
斬
り
込
み
作
業

は
、
当
初
の
思
惑
ど
お
り
に
進
ま

な
か
っ
た
よ
う
だ
。
１０
月
１５
日
を

期
限
と
し
た
予
算
要
求
再
提
出
で

は
、
各
府
省
ほ
か
司
法
や
立
法
を

含
め
た
１７
機
関
の
う
ち
、
減
額
要

求
と
な
っ
た
機
関
が
７
府
省
に
と

ど
ま
っ
た
。
事
業
の
要
不
要
を
線

引
き
す
る
難
し
さ
が
、
浮
き
彫
り

と
な
っ
た
格
好
だ
。

増
額
要
求
が
最
も
大
き
か
っ
た

の
は
厚
生
労
働
省
。
対
前
年
度
当

初
予
算
比
３
兆
７
３
２
５
億
円
増

の
２８
兆
８
８
９
４
億
円
と
な
っ

た
。
子
ど
も
手
当
の
創
設
、
社
会

保
障
費
の
自
然
増
約
１
兆
円
な
ど

が
、
要
求
額
を
押
し
上
げ
た
。

次
い
で
増
額
規
模
が
大
き
か
っ

た
の
は
総
務
省
で
、
対
前
年
度
当

初
予
算
比
８
５
７
４
億
円
増
の
１８

兆
５
９
３
４
億
円
。
要
求
額
の
う

ち
１７
兆
４
３
３
７
億
円
は
地
方
交

付
税
と
地
方
特
例
交
付
金
へ
の
財

源
繰
り
入
れ
に
充
て
ら
れ
る
。

特
例
交
付
金
２
７
８
０
億
円
を

除
い
た
入
り
口
ベ
ー
ス
の
地
方
交

付
税
は
１７
兆
１
５
５
７
億
円
。
三

位
一
体
改
革
で
削
減
さ
れ
た
地
方

自
主
財
源
の
復
元
に
向
け
、
１
兆

１
５
１
２
億
円
を
「
事
項
要
求
」

と
し
て
計
上
し
た
た
め
、
入
り
口

ベ
ー
ス
の
実
質
額
は
１８
兆
３
０
６

９
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

償
還
金
等
１
兆
３
７
８
４
億
円

を
差
し
引
き
、
出
口
ベ
ー
ス
の
実

質
的
な
地
方
交
付
税
額
は
１６
兆
９

２
８
５
億
円
。
対
前
年
度
当
初
予

算
比
１
兆
１
０
８
２
億
円
増
と
な

り
、
７
・
０
％
の
積
み
増
し
と
な

る
。
事
項
要
求
額
を
含
め
た
交
付

税
の
全
額
確
保
が
望
ま
れ
る
。

本
会
を
は
じ
め
と
す
る
地
方
六

団
体
は
１０
月
１５
日
、
「
子
育
て
応

援
特
別
手
当
」
の
執
行
停
止
に
抗

議
す
る
緊
急
声
明
�
全
文
を
下
掲

�
を
発
表
し
た
。

手
当
の
支
給
停
止
は
、
平
成
２１

年
度
第
１
次
補
正
予
算
見
直
し
に

伴
う
措
置
。
長
妻
昭
・
厚
労
相
が

１４
日
、
補
正
予
算
で
措
置
さ
れ
て

い
た
１
２
５
４
億
円
の
う
ち
、
自

治
体
の
事
務
費
な
ど
を
除
い
た
約

１
１
０
０
億
円
の
執
行
停
止
を
一

方
的
に
表
明
し
た
た
め
、
現
場
に

混
乱
を
巻
き
起
こ
し
て
い
た
。
多

く
の
市
町
村
で
は
既
に
補
正
予
算

を
組
ん
だ
ほ
か
、
事
前
申
請
も
一

部
で
始
ま
っ
て
い
た
た
め
だ
。

手
当
の
支
給
対
象
は
３
歳
か
ら

５
歳
の
子
ど
も
。
１
人
あ
た
り
３

万
６
０
０
０
円
を
支
給
す
る
。
２０

年
度
ま
で
は
第
２
子
以
降
が
対
象

だ
っ
た
が
、
２１
年
度
か
ら
は
第
１

子
ま
で
対
象
が
広
が
っ
て
い
た
。

政
府
は
、
今
般
、
補
正
予
算
削

減
の
一
環
と
し
て
「
子
育
て
応
援

特
別
手
当
」
の
執
行
停
止
を

検
討
し
て
い
る
旨
、
報
道
さ

れ
て
い
る
。

既
に
地
方
自
治
体
に
お
い

て
は
、
関
連
予
算
に
つ
い
て

議
会
の
議
決
を
経
て
所
要
の

準
備
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ

で
あ
り
、
一
部
で
は
申
請
受

付
も
開
始
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
に
も
関

わ
ら
ず
、
突
然
か
つ
一
方
的

に
執
行
を
停
止
す
る
こ
と

は
、
住
民
や
自
治
体
の
現
場

に
大
き
な
混
乱
を
与
え
る
と
と
も

に
、
地
方
の
実
態
を
軽
視
し
、
地

域
主
権
を
謳
う
新
政
権
へ
の
期
待

を
損
な
う
も
の
で
あ
る
。

特
に
市
町
村
が
多
く
の
実

施
責
任
を
負
っ
て
い
る
厚
生

労
働
行
政
は
、
国
と
地
方
の

信
頼
関
係
な
く
し
て
円
滑
な

推
進
は
あ
り
得
な
い
。
新
政

権
に
お
か
れ
て
は
、
今
回
検

討
さ
れ
て
い
る
方
針
が
こ
の

よ
う
な
信
頼
関
係
を
根
底
か

ら
揺
る
が
す
も
の
で
あ
る
こ

と
を
認
識
し
、
削
減
の
対
象

と
し
な
い
よ
う
強
く
求
め

る
。

平
成
２１
年
１０
月
１５
日地

方
六
団
体

概概
算算
要要
求求
９９５５
兆兆
円円
にに

交
付
税
１６
・
９
兆
円
確
保
目
指
す

六
団
体
が
子
育
て
手
当
停
止
で
声
明

市市
町町
村村
へへ
のの
配配
慮慮
をを

「「子子育育てて応応援援特特別別手手当当」」のの
執執行行停停止止ににつついいてて（（緊緊急急声声明明））

平成２２年度地方交付税概算要求説明資料
〈事項要求試算額を加えた試算〉 （単位：億円）

増減率
Ｃ／Ｂ

△６．４％
△７．６％
△０．９％
△１３．５％
△６．２％
△０．４％
△８．６％

―
３２．１％
３２．１％
△７７．５％
△７７．５％
△５９．０％
０．０％
４．６％
皆減
皆増
皆増

１３．６％
２４５．２％
皆増
４．６％
皆減
―

３７３．６％
７．０％

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない場合がある。
※１ 平成２１年度は平成１９年度精算分である。
※２ 平成２１年度は平成１８年度精算分が含まれている。

増減額
（Ａ―Ｂ）

Ｃ
△７，５３９
△３，７８４
△３９

△４，８５３
△１，８６６
△８

△１０，５５０
０

△１，６０２
１，６０２
３，０１０
３，０１０

△２５，２２３
０
３３０

△２５，５５３
４３，２０７
１１，５１２
２１，９５６

１
△７，８１２
△２６３

△２，８００
０

△１０，８７４
１１，０８２

平成２１年度
当初予算額

Ｂ
１１８，３２９
４９，８３０
４，５４４
３５，８５０
２９，８８４
２，１０８

１２２，２１５
０

△４，９９４
４，９９４
△３，８８６
△３，８８６
４２，７８４
１０，０００
７，２３１
２５，５５３

０
０

１６１，１１３
１
０

△５，７１１
２，８００
０

△２，９１０
１５８，２０２

平成２２年度
当初要求額

Ａ
１１０，７９０
４６，０４７
４，５０５
３０，９９７
２８，０１７
２，１００

１１１，６６５
０

△６，５９６
６，５９６
△８７６
△８７６
１７，５６１
１０，０００
７，５６１
０

４３，２０７
１１，５１２
１８３，０６９

２
△７，８１２
△５，９７４

０
０

△１３，７８４
１６９，２８５

区分

国税５税の法定率分 �
所得税×３２％
酒税×３２％
法人税×３４％
消費税×２９．５％
たばこ税×２５％

（小計）
平成２０年度精算分※１

平成２０年度精算分
後年度（平成２３年度以降）精算

平成９、１０年度精算分※２

（小計）
一般会計からの加算分�
別枠加算
法定加算
臨時財政対策加算

事項要求（交付税率引上げ等）�
事項要求（所得税税源移譲額の交付税相当額）�
計（入口ベース）�＋�＋�＋�＝�
返還金 �
特別会計借入金償還額�
特別会計借入金利子 �
剰余金の活用 	
前年度からの繰越 

計 �＋�＋�＋	＋
＝�

地方交付税総額（出口ベース）�＋�

一
般
会
計

特
別
会
計

総務省資料

第１７４０号 平成２１年１０月２５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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